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1. はじめに  

海洋の大部分は、密度の小さい水が上、大きい水が下に存在する安定成層状態にあり、そ

の度合いは上下の海水を混合する乱流運動の強さ、すなわち、鉛直乱流混合の強さに応じて

大きく変化する。鉛直乱流混合は、安定成層状態に打ち克って熱や運動量、栄養塩を鉛直方

向に輸送する唯一のメカニズムであり、基礎生産をはじめとする海洋環境だけでなく 

( Lewis et al. 1986 ) 、浅海域から( Tsutsumi and Matsuno 2012; Endoh et al. 2016 ) 全球規模に

至る ( Munk 1966; Munk and Wunsch 1998 ) 幅広い時空間スケールの海洋循環の強さやパタ

ーンを支配している。したがって、鉛直乱流混合の強度・分布を把握することは、海洋構造

や海洋環境を理解するうえで必要不可欠な要素の一つである。 

乱流運動を陽に解像していない、一般的な海洋観測や数値モデルでは、鉛直乱流混合によ

る密度フラックス ( 𝑤′𝜌′̅̅ ̅̅ ̅̅  ) を、鉛直渦拡散係数 KV を導入して、 

𝑤′𝜌′̅̅ ̅̅ ̅̅ = −𝐾𝑉

𝜕𝜌̅

𝜕𝑧
, (1) 

のように、背景場の密度勾配との積の形で表現している。ここで、w は鉛直流速、ρ は海水

の密度、プライム記号 ( ′ ) は乱流変動、バー記号（̅）は時間平均を表す。この鉛直渦拡

散係数 KV の適切な定量化が重要な課題であるが、測器を固定できない海中において、𝑤′ と 

𝜌′ を同時かつ高精度で計測することは不可能である。そこで、鉛直乱流混合による密度フ

ラックスが、鉛直一次元・乱流運動エネルギー ( TKE, Turbulent Kinetic Energy ) 方程式 

𝑀 = 𝑃 + 𝑇 + 𝐵 − 𝜀, (2) 

（M は TKE の時間変化、P はシアー生成率、T はエネルギー輸送、ε は乱流運動エネル

ギー散逸率）中の浮力フラックス 

𝐵 = −
𝑔

𝜌0
𝑤′𝜌′̅̅ ̅̅ ̅̅ , (3) 

（𝑔 は重力加速度、𝜌0 は参照密度）に現れることを利用して、間接的に𝑤′𝜌′̅̅ ̅̅ ̅̅  を見積もらざ

るを得ないのが現状である。 

(2) 式のうち、乱流運動エネルギー散逸率 (ε ) については、乱流微細構造プロファイラー

で計測した流速の微細シアーから算出する手法がすでに確立されている。そこで、Osborn 

(1980) は、 (2) 式において時間一様性・空間一様性・局所性 (𝑀 = 𝑇 = 0) を仮定して、 (1) 

式を (3) 式に代入することにより、観測可能な物理量からなる鉛直渦拡散係数の推定式 

𝐾𝑂 = 𝛤
𝜀

𝑁2
=

𝑅𝑓

1 − 𝑅𝑓

𝜀

𝑁2
, (4) 

を提案した。ここで、Γ は混合効率、Rf はフラックスリチャードソン数 (= −𝐵/𝑃) 、N は

浮力振動数（𝑁2 = −(𝑔 𝜌0⁄ )𝜕𝜌̅/𝜕𝑧）である。さらに、Rf  (=0.18) とΓ (=0.2) の値は一定と

仮定している。以降、本論文ではこの手法を Osborn’s method と呼ぶ。 
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Osborn’s methodは内部領域においては有効な手法であるが、海底近傍では、KO が実際の

鉛直渦拡散係数 KV と比べて数オーダーもの過大評価となってしまうという問題点が LES  

(Large Eddy Simulation) により指摘されている (Wakata 2018) 。Wakata (2018) は、海底近傍

の Rf と勾配リチャードソン数 Ri との間に比例関係があることを示し、その結果に基づいて

Osborn’s method （(4) 式）を拡張した推定式 

𝐾𝑊 = 𝛤𝑊

𝜀

𝑁2
=

𝛽𝑅𝑖

1 − 𝛽𝑅𝑖

𝜀

𝑁2
, (5) 

を提案した。ここで、 (=1.79) は無次元定数である。 (5) 式は観測可能な物理量で構成さ

れているだけでなく、混合効率ΓW が可変で、 (4) 式で KO が過大評価となるような場合で

も、KW の増大を抑えられるという利点がある。以降、本論文ではこの手法を Wakata’s method 

と呼ぶ。 

 本研究では、2020 年 7 月に東シナ海陸棚上にて実施した、乱流微細構造観測時に得ら

れたデータを用いて、この Wakata’s method の妥当性について検討した。2 章で述べるよう

に、この乱流微細構造観測では、乱流微細構造プロファイラーに加え、最新式の音響ドップ

ラー流速プロファイラー (ADCP, Acoustic Doppler Current Profiler) を導入して、従来の 3倍

のサンプリング周波数で流速の鉛直プロファイルを計測した。その結果、シアー生成率 P を

算出することに成功し、 (2) 式の収支の見積もりが初めて可能となった。この見積もりを

もとにして、3.1節で Rf と Riの比例関係を検証する。続く 3.2節、3.3 節で鉛直渦粘性係数、

鉛直渦拡散係数の推定値をそれぞれ検討し、結論、ならびに、残された課題について 4章で

述べる。 
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2. 観測 

乱流微細構造観測は、長崎大学水産学部の練習船・長崎丸による第 55次航海中 (2020 年

7 月 18 ～24 日) に、水深約 127 m の東シナ海陸棚上 (28°54’N, 126°38’E) にて実施した

（図 1）。まず、7 月 19 日の 17:00 に、音響ドップラー流速プロファイラー(ADCP) (Teledyne 

RD Instruments 製, SentinelV S20 1000 kHz) を抗トロール測流装置 (TRBM, Trawl Resistance 

Bottom Mount) にマウントして海底に設置し、ビーム方向流速をサンプリング周波数 3 Hz

で約 2.5 日間計測した。鉛直方向の層厚は 1 m とし、第一層の深度が約 125 m、すなわち海

底から約 2 m の高さとなるように設置した。この ADCP から半径 0.5 海里 (926 m) の範囲

内で、7 月 20 日の 23:00 から 21 日の 23:00 にかけて約 1 時間ごとに 3 回、船上から乱流

微細構造プロファイラー（JFE アドバンテック(株)製, TurboMAP-L ）を用いた観測を行っ

た。TurboMAP-L は水面から約 0.6~0.7 ms-1 の速度で着底するまで自由落下させ、512 Hz の

サンプリング周波数で流速微細構造シアーを測定するとともに、64 Hz のサンプリング周波

数で水温と塩分の鉛直プロファイルを計測した。その後、7 月 22 日 8 時 30 分に ADCP を

回収した。 

ADCP のビーム方向流速の 30 分間（約 5400 ping）の時間平均値から、Lu and Lueck (1999a) 

に基づき、水平流速（図 2a, b）、および、その鉛直シアー（図 2c, d）を算出した。東西流速、

南北流速ともに半日周潮が卓越していたが、最大流速の変動には日周潮の寄与も見てとれ

る。さらに、時間平均値からの偏差に分散法 (Stacey et al. 1999; Lu and Lueck 1999b) を適用

してレイノルズ応力を算出（図 2e, f）し、平均流の鉛直シアーとの積をとることで、シアー

生成率 

𝑃 = −𝑢′𝑤′̅̅ ̅̅ ̅̅
𝜕𝑢̅

𝜕𝑧
− 𝑣′𝑤′̅̅ ̅̅ ̅̅ 𝜕𝑣̅

𝜕𝑧
, (6) 

を算出した（図 2g）。分散法の詳細については補遺に示す。 

また、TurboMAP-L の流速微細構造シアーから一様等方性乱流 (Hinze 1987) の関係 

𝜀 =
15

2
𝜇 (

𝜕𝑢′

𝜕𝑧
)

2̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅

=
15

2
𝜇 ∫ 𝜑(𝑘)𝑑𝑘

𝑘2

𝑘1

, (7) 

を利用して、乱流運動エネルギー散逸率 (ε ) を算出した。ここで、μ は海水の動粘性係数、

𝑢′  は乱流成分、k は鉛直波数、𝜑  はシアースペクトルを表す。 𝜑  は Endoh et al. (2009;  

2014) と同様に、データ数 1024 個（約 1 m）のスライディングウィンドウを用いて計算し

た。積分下限 k1 は 1 cpm、積分上限 k2 は機器のノイズの影響を受けない最高波数に設定し

たが、k2 が対応する Kolmogorov 波数 kS  (= (2𝜋)−1(𝜀/𝜇3)𝜀1/4) よりも小さい場合には、k2

～kS の範囲に Nasmyth (1970) が提案した普遍スペクトルをフィッティングして積分した。

こうして得られた、1 時間に 3 つのプロファイルをまず海底からの高さ (HAB, height above 

the bottom) ごとに平均し、さらに 1 m 間隔に補間した。水温と塩分も同様に補間し、得ら
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れた密度から浮力振動数 (N2) を 1 m 間隔で算出した。 

図 3 に ADCP と TurboMAP-L による同時観測の結果を示す。TurboMAP-L で観測した水

温（図 3c）・密度（図 3d）は、いずれも HAB 約 10～30 ｍまでほぼ一様となっており、そ

の上に鋭い躍層が存在していた。躍層の深度は、半日周期で約 20 ｍ変動しており、密度の

鉛直勾配が大きい N2>10-3s-2 の領域により顕著に見てとれる（図 3e）。この深度変動の位相

は、南北流速の変動（図 3b）と一致し、東西流速の変動（図 3a）とは 90°ずれている。ま

た、東西流速、南北流速ともに HAB 0～10 mで海底に向かうにつれて減少しており、その

結果、海底近傍での鉛直シアーの二乗 S2の時間変動（図 3f）は 1/4 日周期が卓越する。こ

れと同期して、P, ε の時間変動も 1/4 日周期が卓越している様子が見てとれる（図 3g, h）。

両者は類似の時間変動をしているが、同時刻、同深度で比較すると P の値が ε の値よりも

数倍ほど大きい。次節以降は、これらのデータのうち、HAB 2～21 m（深度 106～125 m）の

範囲を解析して Wakata’s method の妥当性を検証していく。 
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図 1. 東シナ海の地図。赤丸は乱流微細構造観測を行った地点を表す。 
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図 2. ADCP で観測した、平均流の(a)東西成分、(b)南北成分、(c)東西成分の鉛直シアー、 

(d)南北成分の鉛直シアー、平均流からの偏差に分散法を適用して算出したレイノルズ応

力の(e)東西成分、 (f)南北成分、ならびに、(g)シアー生成率 log10(P) の時間変動。HAB 

20m 以上の白抜きは欠測、HAB 20m未満の白抜きは負値を表す。 
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図 3. ADCP と TurboMAP-L の同時観測時における、(a)東西流速、(b)南北流速、(c)水温、(d) 

ポテンシャル密度、(e)浮力振動数 log10(N
2) 、 (f)水平流速の鉛直シアーlog10(S

2)、 (g)乱流

運動エネルギー散逸率 log10()、(h)シアー生成率 log10(P) の時間変動。HAB 20m 以上の白

抜きは欠測、HAB 20m 未満の白抜きは負値を表す。 
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3.1 Rf と Ri の比例関係の検証 

 Wakata (2018) はまず、LES の結果に基づいて、海底近傍における (2) 式の収支を計算し、

Osborn (1980) で考慮されていない T 項と M 項のうち、T 項が無視できない大きさである

ことを示した（図 4）。そして、Rf  (=－B/P) と一般フラックスリチャードソン数  

𝑅𝑓
∗ =

−𝐵

𝑃 + 𝑇 − 𝑀
, (8) 

(Ivey and Imberger 1991) との間に 

𝑅𝑓
∗ = 𝛼𝑅𝑓 , (9) 

の比例関係があり（図 5a）、Osborn’s method（(4) 式）の Rf を Rf * で置き換えると、実際の

鉛直渦拡散係数に極めて近い値を与えることを示した（図 6）。さらに、Rf *と Ri (=N2/S2) と

の間には、 

𝑅𝑓
∗ = 𝛽𝑅𝑖 , (10) 

の比例関係があることを示した（図 5b）。これを (4) 式に代入して、観測可能な物理量だけ

で構成した推定式が Wakata’s method（(5) 式）である。本節では、乱流微細構造観測の結果

に基づいて、これらの結果を検証する。 

(2) 式の M 項が無視できる場合、 

𝑃 + 𝐵𝑊 + 𝑇𝑊 − 𝜀 = 0, (11) 

1

𝑅𝑓
−

1

𝑅𝑓
∗ =

𝑇𝑊

𝐵𝑊
, (12) 

の関係が成立し、これらに (9), (10) 式を代入すると、 

𝐵𝑊 =
𝜀 − 𝑃

1 + 𝐷
, 

𝑇𝑊 = 𝐷𝐵𝑊, 

𝐷 =
𝛼 − 1

𝛽

1

𝑅𝑖
, (13) 

となって、BW と TW を観測データから見積もることができる。 

まず、Wakata (2018) の無次元定数 ( =1.19,  =1.79) を仮定して見積もった BW と TW か

ら計算される、Rf と Rf *、ならびに、Ri と Rf * の関係を図 7 に示す。青線はそれぞれ (9), 

(10) 式の直線、赤線は最小二乗法で求めた回帰直線である。 の値は回帰直線の傾きと比較

的よく一致しているものの、 の値に少し開きがあることがわかる。そこで、Rf と Rf *、Ri 

と Rf、Ri と Rf * の三者について、回帰直線の傾きとの差が最小となるような無次元定数を

計算した結果、 =1.57,  =1.56 となった（図 8）。 の値は大気境界層の観測から見積もら

れた 1.1 (Lozovatsky and Fernando 2013) から離れてしまったものの、 の値は風洞実験から

見積もられた 1.43 (Kitamura et al. 2013) により近い。以降、本論文ではこれらの無次元定数

を使用することとする。 
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 =1.57,  =1.56を用いて見積もられた、(11) 式の各項の時間平均値を図 9 に示す。HAB 

17 m 以下で各項の鉛直プロファイルが Wakata (2018) の形状（図 4）とよく似ており、さら

に TＷ 項が無視できない大きさをもっていることがわかる。ただし、Wakata (2018) では P 

が ε とほぼ同じ大きさであるのに対して、今回の観測データでは 2 節でも示したように、P

が ε の数倍大きくなっていることに留意する必要がある。その結果、P と ε の残差から見積

もられる BW と TW も大きくなり、ε とほぼ同じ大きさとなってしまっている。このように

TKE 方程式の収支の詳細には課題が残るものの、Wakata’s method の骨子である (9), (10)  

式の比例関係が、海底近傍で成立していることが明らかとなった。  
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図 4. Wakata (2018) の LES の結果における、TKE 方程式各項の時間平均値。P, D, B, T, M は

それぞれ、(2) 式のシアー生成率 P、乱流運動エネルギー散逸率 ε 、浮力フラックス B、

エネルギー輸送 T、時間変化率 M に対応し、R は残差を表す。  
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図 5. Wakata (2018) の LES の結果における、海底近傍 (HAB 0 ~ 30 m) での (a) Rf と Rf *、

(b) Riと Rf の散布図。Rg が本論文の Ri に対応している。  

(a) (b)
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図 6. Wakata (2018) の LES の結果における、（黒線）直接計算された鉛直渦拡散係数、（赤

線）(4) 式の Rf を Rf * で置き換えて見積もった鉛直渦拡散係数、（黒破線）Osborn’s method

をそのまま適用して見積もった鉛直渦拡散係数の比較。  
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図 7. Wakata (2018) が提案した無次元定数 ( =1.19,  =1.79) を仮定して見積もった、(a) Rf

と Rf *、(b) Riと Rf * の散布図（相関係数はそれぞれ 0.90, 0.44）。青線はそれぞれ (9), (10)  

式の直線、赤線は最小二乗法で求めた回帰直線（傾きはそれぞれ 1.25, 2.17）、緑破線は (5) 

式において KW が負とならないための Ri の臨界値を表す。  
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図 8. Rf と Rf *、Ri と Rf 、Ri と Rf * の三者について、回帰直線の傾きとの差が最小となる

無次元定数 ( =1.57,  =1.56) を仮定して見積もった (a) Rf と Rf *、(b) Riと Rf * の散布

図（相関係数はそれぞれ 0.85, 0.54）。青線はそれぞれ (9), (10) 式の直線、赤線は最小二乗

法で求めた回帰直線（傾きはそれぞれ 1.50, 1.74）、緑破線は (5) 式において KW が負とな

らないための Ri の臨界値を表す。  
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図 9. TKE 方程式（(11) 式）における各項の時間平均値。図中の P, ε, B, T はそれぞれ、シ

アー生成率 P、乱流運動エネルギー散逸率 ε、浮力フラックス BW、エネルギー輸送 TWを

表す。 
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3.2 鉛直渦粘性係数の検証 

Wakata’s method で推定される鉛直渦拡散係数 KW（(5) 式）の妥当性を検証するには、実

際の鉛直渦拡散係数 KV との比較が必要である。しかし、3.1 節で述べたように BW が直接

観測されておらず（(13) 式）、推定値を含んだ比較となることが避けられない。そこで、本

節では ADCP の観測データのみから推定値を含まずに算出可能な、鉛直渦粘性係数 AV 

(=P/S2 ) との比較を試みる。 

Wakata’s method と Osborn’s method で見積もられる鉛直渦粘性係数は、フラックスリチャ

ードソン数の定義 

𝑅𝑓 =
−𝐵

𝑃
=

𝐾𝑉𝑁2

𝐴𝑉𝑆2
, (14) 

を利用することにより、それぞれ鉛直渦拡散係数 KW と KO を用いて 

𝐴𝑊 =
𝛼

𝛽
𝐾𝑊 =

𝛼

1 − 𝛽𝑅𝑖

𝜀

𝑆2
=

𝛼

𝑆2 − 𝛽𝑁2
𝜀, (15) 

𝐴𝑂 =
𝑅𝑖

𝑅𝑓
𝐾𝑂 =

1

1 − 𝑅𝑓

𝜀

𝑆2
, (16) 

と関係づけられる。この (15) , (16) 式から算出される鉛直渦粘性係数 AW , AOを、本来の定

義に基づく AV と比較することで、Wakata’s method の妥当性を検証した。なお、AO の算出

には TurboMAP-Ｌのデータのみを使用し、一般的に用いられるフラックスリチャードソン

数 Rf ＝0.18 を仮定した。 

AV, AW, AO の時間変動を図 10a-c に示す。いずれも HAB 7 m 付近に極大値をもつ 1/4 日

周期の時間変動をしているが、同深度、同時刻において負値（白抜き）の部分を除き、AW の

値が AV の値と近いのに対して、AO の値は小さい様子がみてとれる。実際、散布図（図 11）

を比較すると、AW は AV とほぼ一致し、AO は明らかに過小評価であることがわかる。 

 この大小関係は (15), (16) 式から説明可能である。ともに ε /S2を共通に含んでいるため、

0 < AW < AOとなるには、 

0 < 𝑅𝑖 <
1 − 𝛼(1 − 𝑅𝑓)

𝛽
≅ 0.0135, (17) 

を満たす必要がある。図 8 で示したように、Ri がこの範囲に入るデータはあまり存在しな

いため、全般的には AWの方が AO よりも大きい値をとることとなる。 

これらの結果は、AV, AW, AOの時間平均値の鉛直プロファイル（図 10d）により顕著に現

れ、AW の値が AV と非常によく一致しているのに対して、AO の値はほぼ 1 オーダー小さく

なってしまっている。このように、海底近傍の鉛直渦粘性係数については、Wakata’s method

が妥当であることが示された。 
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図 10. 鉛直渦粘性係数 (a) log10(AV)、(b) log10(AW)、(c) log10(AO)の時間変動、および、(d)AV（黒

線）、AW（赤線）、 AO（緑線）の時間平均値の鉛直プロファイル。(a-c)の HAB 2 m 以上

での白抜きは負値を表す。 
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図 11. 鉛直渦粘性係数 (a) log10(AV) と log10(AW)、(b) log10(AV) と log10(AO) の散布図（相関係

数はそれぞれ 0.481, 0.483）。赤線は最小二乗法で求めた回帰直線（傾きは (a) 1.05, (b)1.12)、

青線は AV = AW (AV =AO) の直線である。 

 

  



20 

 

3.3 鉛直渦拡散係数の検証 

 3.2節では推定値を含まずに算出可能な、鉛直渦粘性係数 AV との比較からWakata’s method

の妥当性を明らかにした。本節では、3.1 節の (13) 式で見積もられた BW を、(3) 式におけ

る真の浮力フラックスと仮定し、(1) 式に代入することにより求められる 

𝐾𝑉𝑊 = −
𝐵𝑊

𝑁2
, (18) 

を真値と見做して、(4), (5) 式から算出される KW, Ko と比較することで、Wakata’s method の

妥当性を検証する。 

  KVW, KW, Ko の時間変動を図 12 a-c に示す。KVW と KW は HAB 7 m付近に極大値をもち、

1/4 日周期で時間変動をしている様子が見てとれる。Koは 1/4日周期の時間変動がより明瞭

であるものの、HAB 7 m 付近の極大が見られない。実際、時間平均値の鉛直プロファイル

（図 12d）を比較すると、KW は KVW に類似した形状であるのに対して、Ko は海底に向か

うにつれ増加し、海底のごく近傍では KVW よりも約 1 オーダーの過大評価となっている。

これらの傾向は、Wakata (2018) の LES の結果（図 6）と定性的には一致する。 

しかし、KW の値は常に KVW の数分の 1であるのに加え、散布図（図 13）を比較すると、

AW ほど真値との相関が見られない。この原因の一つとして、真値と見做した KVW に含まれ

る推定値 BW の影響が考えられる。2節（図 3）、3.1 節（図 9）で示したように、今回の観測

データでは P が ε の数倍大きいため、(13) 式で見積もられる BW が過大評価となっている

可能性がある。このように、海底近傍の鉛直渦拡散係数について、定性的にはWakata’s method 

の妥当性が示唆されたものの、定量的な検証には、より精度の高い P の計測が必要不可欠

であると思われる。  
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図 12. 鉛直渦拡散係数 (a) log10(KVW)、(b) log10(KW)、(c) log10(KO) の時間変動、および、(d) 

KVW（黒線）、KW（赤線）、 KO（緑線）の時間平均値の鉛直プロファイル。(a-c) の HAB 2  

m 以上での白抜きは負値を表す。 
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図 13. 鉛直渦拡散係数 log10(KVW) と log10(KW)の散布図（相関係数は 0.123）。赤線は最小二

乗法で求めた回帰直線（傾きは 1.13）、青線は KVW = KW の直線である。 
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4. まとめと今後の課題 

2020 年 7 月に東シナ海陸棚上にて実施した乱流微細構造観測時に得られたデータを用

いて、LES の結果に基づいて提案された鉛直渦粘性・拡散係数の推定式である Wakata’s 

method の妥当性について検討した。その結果、TKE 方程式の収支の詳細には課題が残るも

のの、Wakata’s method の骨子である、フラックスリチャードソン数 Rf と一般フラックスリ

チャードソン数 Rf *、ならびに、勾配リチャードソン数 Ri と一般フラックスリチャードソ

ン数 Rf * の比例関係が、いずれも海底近傍で成立していることが明らかとなった。さらに、 

Wakata’s method で推定される鉛直渦粘性係数が、ADCP の観測データに分散法を適用して

算出した鉛直渦粘性係数と非常によく一致することが示された。また、鉛直渦拡散係数につ

いては、今回真値とした鉛直渦拡散係数 KVW よりも過小評価とはなるが、鉛直プロファイ

ルの形状はほぼ同様であることが示された。以上の結果より、海底近傍において、少なくと

も定性的には Wakata’s method が妥当であると結論できる。 

今後の課題として、第一に、より精度の高いシアー生成率 P の計測が挙げられる。今回

の観測データでは、P が乱流運動エネルギー散逸率 ε よりも数倍大きくなっており、TKE  

方程式中の浮力フラックスの過大評価に繋がっている可能性がある。仮に精度の高い計測

による P の値が ε の値と同程度であれば、Wakata’s method で推定した鉛直渦拡散係数の過

小評価も大幅に改善されることが期待される。第二に、Wakata’s method に含まれる無次元

定数の普遍性が挙げられる。実際、LES の結果に基づく無次元定数の値と、今回の観測デ

ータから示唆される値には少し開きがあり、今後、精度の高い計測手法を用いた観測データ

を蓄積していくことによって、普遍的な値が定まっていくものと期待される。 
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5. 補遺 

 ADCP のビーム i (=1~4) 方向の流速を bi 、ビーム方向と鉛直面とのなす角を (=20°) 、

ビーム 1と 2 （3と 4） がつくる平面上の水平流速を u (v) 、鉛直流速を w とする（図 A1）

と、ビーム方向流速と水平流速および鉛直流速は次の関係を持つ。 

𝑏1 = −𝑢1 𝑠𝑖𝑛 𝜃 − 𝑤1 𝑐𝑜𝑠 𝜃, 

𝑏2 = 𝑢2 𝑠𝑖𝑛 𝜃 − 𝑤2 𝑐𝑜𝑠 𝜃, 

𝑏3 = −𝑣3 𝑠𝑖𝑛 𝜃 − 𝑤3 𝑐𝑜𝑠 𝜃, 

𝑏4 = 𝑣4 𝑠𝑖𝑛 𝜃 − 𝑤4 𝑐𝑜𝑠 𝜃 . (𝑎1) 

これらの時間平均値からの偏差 (𝑏𝑖
′) を二乗して平均する、すなわち、ビーム方向流速の分

散を計算すると、水平流速および鉛直流速の偏差との関係は 

𝑏1
′ 2̅̅ ̅̅̅ = 𝑢1

′2̅̅ ̅̅ 𝑠𝑖𝑛2 𝜃 + 2𝑢1
′ 𝑤1

′̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐𝑜𝑠𝜃 + 𝑤1
′2̅̅ ̅̅ ̅ 𝑐𝑜𝑠2 𝜃 , (𝑎2) 

𝑏2
′ 2̅̅ ̅̅̅ = 𝑢2

′2̅̅ ̅̅ 𝑠𝑖𝑛2 𝜃 − 2𝑢2
′ 𝑤2

′̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐𝑜𝑠𝜃 + 𝑤2
′2̅̅ ̅̅ ̅ 𝑐𝑜𝑠2 𝜃 , (𝑎3) 

𝑏3
′ 2̅̅ ̅̅̅ = 𝑣3

′2̅̅ ̅̅ 𝑠𝑖𝑛2 𝜃 + 2𝑣3
′ 𝑤3

′̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐𝑜𝑠𝜃 + 𝑤3
′2̅̅ ̅̅ ̅ 𝑐𝑜𝑠2 𝜃 , (𝑎4) 

𝑏4
′ 2̅̅ ̅̅̅ = 𝑣4

′2̅̅ ̅̅ 𝑠𝑖𝑛2 𝜃 − 2𝑣4
′𝑤4

′̅̅ ̅̅ ̅̅ 𝑠𝑖𝑛𝜃𝑐𝑜𝑠𝜃 + 𝑤4
′2̅̅ ̅̅ ̅ 𝑐𝑜𝑠2 𝜃 , (𝑎5) 

となる。したがって、2 次の統計量の一様性を仮定すると、レイノルズ応力は (a2) 式と (a3)

式、(a4) 式と(a5) 式の差を取って、 

𝑢′𝑤′̅̅ ̅̅ ̅̅ =
𝑏1

′2̅̅ ̅̅ − 𝑏2
′2̅̅ ̅̅

2 𝑠𝑖𝑛 2𝜃
, 

𝑣′𝑤′̅̅ ̅̅ ̅̅ =
𝑏3

′2̅̅ ̅̅ − 𝑏4
′2̅̅ ̅̅

2 𝑠𝑖𝑛 2𝜃
, (𝑎6) 

のように算出することができる (Stacey et al. 1999; Lu and Lueck 1999b）。本論文では、時間

平均操作を 30 分(約 5400 ping) ごとに行ったが、1 時間や 15 分間で平均しても結果はそ

れほど変わらない。 
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図 A1. ADCP のトランスデューサー配置とビーム方向 (Lu and Lueck 1999a)。各ビームは測

器の z軸（ほぼ鉛直方向）に対して 傾いている。 
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